
                             

２０２２（令和４）年度 事業計画・予算基本方針 

1. 建学の精神の共有と深化 

① 研修会や勉強会、授業等を通じ、教職員・学生がカトリックの精神や建学の理念につ

いて学ぶ機会を提供する。 

② 大学史料室準備室を中心に、大学史に関する資料の収集・整理を進めると共に、大学

史料室の設置に向けて準備する。 

③ 重要文化財指定を受けた旧島津家本邸や設計者ジョサイア・コンドルに関する学術的

な研究・啓発活動を進める。 

2. 教学の充実 

1) カリキュラム改革を中心とした教学改革 

① 在学時の学修が卒業後の人生にも資するような教育を進めるための新カリキュラムへ

の移行を、教職協働のもと円滑に実施する。 

② 新型コロナウイルス感染症の状況を注視しながら、対面授業を主とし、オンライン授

業も効果的に取り入れる。授業形態に関わらず、学生の主体的な学びを伸ばすよう努

める。 

③ 共通科目の充実、副専攻の充実、PBL活動の充実、グローバル化への対応、データ・サ

イエンス科目の整備等を進める。 

④ 単位の実質化を図るため、シラバスの充実やアセスメントの整備を進める。 

⑤ アクティブ・ラーニング型の授業手法、課題解決型の授業手法、多様な資質の学生に

対応するための授業手法を、ＦD研修会等において検討し、教員及び学生への教育・学

修に関する支援を高める各種施策を行う。 

2) 学生支援体制の拡充 

※各部署が協力しつつ以下の項目に当たる。 

① コロナ禍のために滞っていた学生の活動（サークル・ボランティア・PBL 等の課外活

動、地域連携、社会貢献など）の再開と活性化に向けた支援を行う。 

② 学生の学修支援、共通科目に係るマネージメント、授業実施等に係る総合的・多面的

な教育支援を促進する。教育・学修支援センターは各部署・各学科と連携しつつ、学

生の立場に立った EM（エンロール・マネージメント）に携わる。支援業務に当たる職

員に必要な研修を行う。 

③ 感染症対策などの各種施策を通じ、安全で居心地の良いキャンパス空間を維持し、対   

面・オンライン併用により学生生活の充実に向けた支援を行う。奨学金や課外活動の



 

 

支援は学生課、キャリア支援は就職課、健康関連事項はウエルネスセンターが中心に

なって支援を行う。ラファエラ・マリアセンターは、キリスト教ヒューマニズムに添

った学生支援を進める。 

④ 学生カルテ等をさらに充実させ情報共有を行いながら、本学に合った DX を推進し、

教職員が協働して学生支援を進める。 

3) 教学の質保証 

① 新カリキュラムに即した学修成果の可視化に向け、指標の整備およびアセスメントの

整備と実施を進める。 

② 新旧カリキュラムについて、ディプロマ・ポリシー（DP）、カリキュラム・ポリシー

（CP）の再検証を含め、教学に関する質保証システムを整備・強化する。 

4) 定員管理の徹底 

① 文学部の入学者数の安定確保に向けて、高等学校との連携強化の施策を講じ、各入

試における志願者増を図る。 

② 文学部は必要な受験者数の確保を図る一方で、入学定員（390名）の 1.10倍（約 4      

30名）を入学者の目安としつつ、1.20倍（468名）を上限とする。 

③ 問題を抱える学生をサポートして文学部の留年者を減らし、収容定員の適正化を図る。 

④ 大学院は入学定員及び収容定員の適正化を図りつつ、定員枠や 3ポリシーなど今後の

大学院の在り方についても改めて検討する。 

5) 入試改革 

2022年度入試の結果を踏まえ、高大連携やアドミッション・ポリシーとの連動も図りつつ、

新学習指導要領で学んだ高校生が受験する 2025年度入試に向けた入試改革を進める。 

6) 研究活動の活性化 

① 人文科学研究所、キリスト教文化研究所、言語教育研究所、生涯学習センターと大学

院の連携強化などを進め、教員・大学院生の研究を支援する学内の態勢や制度の充実

を図る。 

② 建学の精神の中核をなす「キリスト教ヒューマニズム」に関する学際的な研究プロジ

ェクトを、学内外の教員・大学院生を中心に推し進める。 

③ 学長裁量費等を活用しつつ、研究活動の活性化と外部研究資金獲得の増加に努める。 

④ 姉妹校・カトリック大学や協定大学等の他大学との、研究や大学院教育での連携強化

を図る。 

7) グローバル化の促進 

※ 新型コロナウイルス感染症の状況を注視しつつ、以下の諸項目を実施する。 

 



 

 

① コロナ禍で派遣不可としていた国・地域への正規交換留学を条件付きで特例として再

開すると共に、提携大学から受け入れる交換留学生への支援を強化する。 

② 留学生と日本人学生の交流を促進し、学生の語学力を高め、異文化理解を深化させる。 

③ 受け入れる留学生の増加・多様化について議論を進め、諸条件を整備し、国内外の他

大学との連携を更に進める。 

④ 発展協力会の給付型奨学金およびチャレンジ支援奨学金を活用して国内外での学び

を支援する。 

8) 広報の強化 

① 2021年度からの新カリキュラムを中心に、「新しい」清泉の「教育力」を軸とした入試

広報を、各学科と連携しつつ、オンライン、オフラインの両方向から展開する。 

② 教員や学生の活動を多様な手段を用いて発信する。 

③ イメージ戦略チーム（仮称）を立ち上げ、広報上のイメージ統一を図り、情報発信を

積極的に行う。 

④ 重要文化財に指定された旧島津家本邸を一般広報に幅広く活用する。 

9) 地域連携の推進と社会貢献の充実 

① 品川区や鹿児島県、いわき市田人町、いちき串木野市等との地域連携体制を維持・強

化する。 

② 他大学との連携・協力を進める。 

③ 学内の生涯学習センター、ラファエラ・マリアセンター、３研究所や、学科・大学院・

部署間の連携を深め、地域貢献・社会貢献に向けた全学的な体制の整備・強化に努める。 

④ 地域連携や社会貢献に関わるＰＢＬ（問題解決型学習）への学生の参加を促し、授業

外の体験・学びの場となるよう支援する。 

3. 施設・設備の充実 

① 自然・使用要件により老朽化がみられ、不具合が生じる恐れのある施設設備について、

これを更新・修理する。 

② 3号館耐震工事を継続実施する。あわせて耐震工事以外の作業（塗装等）を行う。 

   ③ 5号館の用途について検討する。 

4. 健全な財務を維持できる体質の確立 

1) 財務指標と目標設定 

① 財務力を強化するため、経常収支差額比率、対経常収入人件費比率、手元流動性資金

の 3つの数値を指標として目標を設定する。 

② 専任職員数は 45名、専任教員数は 52名を基準とする。 

2) 収入増の取組み 

① 教学を中心とする様々な改善や取り組みを継続し、安定的な補助金獲得をめざす。 



 

 

② 寄付者の裾野を広げる取組みを行う。 

③ 資産運用の在り方を検討する。 

3) 支出の抑制と見直し 

①  人件費の抑制に取り組む。 

② 専任教職員の後任採用人事時の配慮。今後数年の間に定年退職する専任教職員の後任

採用に際しては、年齢構成や雇用形態の構成等について配慮する。 

③ 諸経費の抑制／削減。業務効率化、相見積もりの徹底などの取組みを継続する。 

④ 2号館建替に向けた 2号基本金積立を検討する。 

5. 人事制度・組織・運営の改善 

1) 委員会・会議の整理による、教育・研究環境の向上 

委員会・会議を整理し、教員が教育・研究に専念できるような環境作りをする。 

2) 業務の見直しによる効率化の実現 

従来の業務を見直すことにより、より重要な業務に注力できる効率的な組織作りをする。 

3) 人事 

① 大学業務および教職員業務の多様化に対応する採用人事を検討する。 

② 学生支援、教育支援スタッフの充実を図る。 

③ 建学の精神、高等教育、大学運営に関する理解を深めるための教職員研修、教職協働

の展開に必要な職員研修等、各種研修を実施する。 

6. その他 

① トランスジェンダーの受け入れに関して、教職員・在学生向けの説明会と意見聴取の  

機会を設定して広く意見を聴取し、検討を進める。 

②  内部意見を聴取しやすい制度を新たに設け、危機管理体制の整備・強化を進める。 


